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ＩＣＴドリームスクール懇談会（第４回）議事要旨 
 
１． 日時：平成２６年１０月１４日（火）１６：００～１７：３０  
 
２． 場所：中央合同庁舎２号館１１階 第３特別会議室 
 
３． 出席者 

・構成員：金子座長、三友座長代理、五十嵐構成員、石戸構成員、大島構成員、尾島

構成員、金丸構成員、上谷代理（髙屋構成員代理）、栗山構成員、高濱構成

員、南場構成員 
・発表者：中村教授（慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科）、田中エグゼクテ

ィブ・プロデューサー（ＮＨＫ制作局青少年・教育番組部） 
・総務省：高市総務大臣、長谷川総務大臣政務官、桜井総務審議官、鈴木情報通信戦

略局長、南政策統括官、今林総括審議官、池永官房審議官、岡崎情報流通

振興課長、岸本情報通信利用促進課長 
 
４． 議事要旨 

（１） 開会挨拶 
【金子座長】 
・本日は、構成員各位に活発に議論いただき、意見を頂戴する場としたい。 
 
【事務局】 
・これまで３回の懇談会の中で、ＩＣＴドリームスクール実践モデル例について主

に議論を行ってきた。今回は、教材配信や学習記録データの統合的蓄積・活用等を

担い、様々な実践モデルを支える基盤となるクラウドのあり方について議論を行い

たい。そのために、まずは教育の情報化の動向全般と、クラウドのあり方に関係す

るプレゼンテーションを有識者の方々より賜りたい。 
 
【長谷川総務大臣政務官】 
・地域にとってＩＣＴドリームスクールの取組の重要性は高く、ＩＣＴ利活用に取

り組む学校数を増やしていかなければならない。全国的な普及に向けていつまでに、

どのように取組を進めていくのか検討し、その実現を後押ししていくのが総務省の

役目と認識している。取組を支えるクラウドのあり方を含め、構成員各位の活発な

議論を期待する。 
 
（２） 教育情報化に関するプレゼンテーション（中村教授） 

○中村教授から、資料１－１に基づき、以下のとおり発表があった。 
・１９９５年にブリュッセルで開催された情報通信Ｇ７サミットで、デジタルの恩

恵は子供がまず享受すべきであると日本の代表が提案し、ジュニアサミットという

イベントが第１回は東京、第２回はアメリカのＭＩＴで開催された。全ての子供が

デジタル技術でクリエイティビティを発揮するという考え方は１９９０年代から世

界に広がったと思われる。 
・ウルグアイは、２００９年にＭＩＴの開発した１００ドルパソコンを子供たちに

１人１台配布した。現在このパソコンは世界３５か国、１３０万人の子供たちに利

用されているという。このパソコンの設計図は２００１年に私のＭＩＴのグループ

が作成したが、それをプレゼンテーションしたところＭＩＴ全体のプロジェクトと

なり、世界各国を巻き込んでいった。当時、日本の文部科学省で同じプレゼンを行
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ったが、提案は受け入れられず、海外の反応とは大きな開きがあった。 
・日本の状況を打開するため、２０１０年、民間企業や有識者でデジタル教科書教

材協議会を立ち上げた。協議会設立後、２０１１年の最初の提言で、２０１５年ま

でに１人１台の環境を実現することを提起したが、早すぎるのではないかと各方面

から批判を浴びた。しかし、ここ１年で状況が大きく変化してきた。 
・まず自治体の動きが活発化してきた。荒川区、大阪市、武雄市、備前市などは、

今年から来年にかけて域内の小中学生にタブレットを配布する予定。また武雄市で

は反転学習に取組むなど、新たな教育方法の開発も行われている。 
・民間の動きも活発化している。例えば、昨年９月には教科書会社等１３社がＣｏ

ＮＥＴＳという団体をつくり、デジタル教科書のインターフェースや学習情報の共

有に乗り出した。他にも教育アプリ、ゲーム機向け学習ソフト、学習用タブレット

端末などが様々な企業から提供されており、教材面の拡充が本格化している。さら

に、おもちゃメーカー大手各社が幼児向けタブレット・スマートフォンを販売し、

ＧｏｏｇｌｅはＮＰＯ法人ＣＡＮＶＡＳと連携しプログラミング教育の全国展開を

進めるなど、多様なプレーヤーが教育情報化に参画するようになっている。ＭＯＯ

Ｃというオープンオンライン講座も始まった。 
・国の取組も成果を挙げている。学びのイノベーション事業では、ＩＣＴが学習意

欲の向上、知識・理解の定着、思考力や表現力の向上に貢献することが報告されて

おり、教育情報化の効果に対する評価は既に十分行われている。 
・状況を進展させるため、文部科学省は教育のＩＴ化に向けた環境整備４カ年計画

を策定し、４年で総額６，７１２億円、単年度にして１，６７８億円の地方財政措

置を行っているが、自治体にこれを有効に活用いただきたい。また、国においても、

既に閣議決定された１人１台を２０１０年代中に実現するための取組を推進願いた

い。 
・さらに大きな問題が、デジタル教科書が正規の教科書と認められていないことで

ある。今年の知財計画ではデジタル教科書・教材の位置付けや検定制度のあり方に

ついて２０１６年度までに結論を得て措置を講じ、著作権制度の課題についても検

討し措置を講ずるとしているが、より素早い対応が必要と思われる。 
・現在、デジタル教科書教材協議会では教育情報化に関する新しいステイトメント

を用意している。そこでは、ハード、ソフト、人、金、制度の整備をそれぞれ進め

ることを提言する予定。これらを自治体、総務省、文部科学省、民間、国会のそれ

ぞれが推進していただきたい。また、これらの取組を含む総合的な運動をプラット

フォームのようなコミュニティの下で、全体で推進していけるとよい。 
 
（３） 教育情報化に関するプレゼンテーション（田中エグゼクティブ・プロデュー

サー） 
○田中エグゼクティブ・プロデューサーから、資料１－２に基づき、以下のとおり

発表があった。 
・ＮＨＫ ｆｏｒ Ｓｃｈｏｏｌはウェブサイト上で学校向け番組を約千本、学習用

動画クリップを約５千本配信するサービス。ＮＨＫの学校向けに制作している番組

はほぼ全部無料でフル動画が見られ、ＮＨＫでもユニークな存在である。その他、

学習ゲーム、電子黒板向けの教材や教員の指導案やワークシートも配信し、授業に

必要なコンテンツをそろえている。９月の月間ユニークユーザー数は約１２０万、

動画再生回数は約２２０万回。今年に入り学校でのタブレットの普及等により数字

が伸びている。 
・教員向けに動画の検索機能も用意している。学習指導要領からの検索のほか、利
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用の多い理科・社会では教科書の目次からの検索も可能。 
・ＮＨＫの学校向け番組の利用は、今のところ放送での利用がネット利用よりも多

いが、時間割の制約の中でも利用しやすいネット利用が伸びており、今後１、２年

の間にネット利用が放送利用を上回ると見られる。なお放送・ネットを合わせると

全教員の５５％がＮＨＫのコンテンツを利用しているという調査結果がある。 
・ＮＨＫは、公共放送として、誰もが、いつでも、どこでも学ぶことができるよう

サポートすることを使命としており、１９３５年のラジオ放送開始以来、教育放送

に取組んできた。その中で多くの学校向け教材を蓄積してきており、１９９４年に

は映像のデータベース化に着手した。映像のデータベース化にあたっては、ダブリ

ン・コアと言われる世界標準に基づきメタデータをつけている。製作者にメタデー

タとは何か、どのように付与するかを指導しながらストックを続けている。このメ

タデータを利用し、今年４月からは、学校で多く利用されているＹａｈｏｏ！きっ

ずのウェブサイトからＮＨＫの動画を検索できるサービスも提供している。 
・時代の情勢に合わせて、解答を出さずに子供に考えてもらう番組や、いじめ・ス

マートフォン・防災に関連する番組なども作成している。また、タブレット時代に

対応し、アプリで動画を利用できる仕組みの構築も進めている。 
・学校向けの動画配信では、一教室あたり３０台、４０台のデバイスから動画にア

クセスしたとき、現在のネットワーク環境では耐えられないということに懸念を有

する。 
 
（４） 教育情報化に関するプレゼンテーション（上谷代理） 

○上谷代理から、資料１－３に基づき、以下のとおり発表があった。 
・ＮＴＴグループでは、今年の春まで３年間にわたり、教育スクウェア×ＩＣＴフ

ィールドトライアルという実証を行ってきた。都市部・地方・離島の小中学校で、

様々な教科で実証を行った。１人１台のタブレットＰＣ、電子黒板、デジタル教材、

校務支援システム等を整備し、ＩＣＴ支援員を置いて技術的サポートを行った。ま

た、学校と家庭の連携に向けて家庭でのブロードバンド環境も整備した。 
・実証を踏まえた教育ＩＣＴの普及定着に向けたポイントとして、第一に学校家庭

連携の推進がある。タブレットを積極的に宿題に活用した教員のクラスでは、子供

が宿題、予習・復習、調べ学習に取組む時間が伸びた。また、子供が楽しそうにタ

ブレット学習していると認識している保護者や、家庭で子供がタブレット学習して

いる様子を見ている保護者は、タブレットの費用負担の許容額が大きい傾向にある。 
・第二に、つなぐ授業の推進がある。国内外の学校や専門家・企業とつながる授業

に対しては、全ての教員が今後も行いたいとしている。ただし、つなぐ授業を行う

上では、企業や専門家とのマッチングや授業内容のコーディネート、テレビ会議シ

ステム等の現場運用負担の軽減といった課題もある。 
・第三に、コンテンツの流通促進がある。教員アンケートでは、事業者による教材

提供のほか、教員の自作教材の共有に対する要望も多く見られた。また、素材をも

とにしてオリジナル教材を簡単に作成したいという教員も多い。 
・教育ＩＣＴの普及定着に向けた技術的なポイントとして、クラウドが挙げられる。

従来は学校現場での環境構築や設定変更に大きな時間とコストを要していたが、ク

ラウドにより、遠隔で、柔軟かつ迅速に環境構築・設定変更が可能になり、ＩＣＴ

投資も抑えられる。 
・クラウドにおいては、一つの認証で様々なサービスが利用できるシングル・サイ

ン・オンの実現や、ＢＹＯＤも見据えたマルチＯＳ対応・ＨＴＭＬ５化が重要。ま

た、堅牢なセキュリティ環境の確保や、情報の流通の促進に向けたデータフォーマ
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ットの統一もポイントになる。 
・クラウドを実現する方式としては、様々なクラウドサービスを相互利用するため

の技術仕様の統一（インターフェース統一）、自治体が利用するクラウドの標準仕様

の策定（標準化）、全自治体での同一クラウドの利用（共通化）の３パターンが考え

られる。 
・学校現場の環境整備における技術的ポイントとしては、子供が一斉にファイルを

ダウンロードする場面なども想定した回線帯域の選定や、電波干渉等を考慮した無

線ＬＡＮ環境設計が挙げられる。また、子供たちの安心・安全な利用環境を確保す

るためのアクセス規制や、アプリケーションのダウンロード管理などを行うＭＤＭ

も重要である。 
 
（５） 高市総務大臣挨拶 

○高市総務大臣から、以下のとおり挨拶があった。 
・金子座長はじめ、構成員各位にはご多忙の中お集まりいただき感謝申し上げる。 
・学校におけるＩＣＴ環境整備に向けた自治体の取組は進みつつあるが、まだ十分

とは言えない。導入・運用コストの削減、デジタル教材の自由な流通も課題となっ

ている。学習に困難を抱えた子供への支援も重要な観点である。 
・地方創生をテーマとして国会が行われているが、都市から地方へ移住したい、あ

るいはこれから検討したいと考えている方は４割に上るという。地方に移住するに

あたり、若い世代にとっては住居、働く場、子供の教育環境、医療・福祉の環境、

防災環境が重要となる。とりわけ、教育については、いつでも、どこでもＩＣＴを

活用して教育を受けられることが大きなポイントである。 
・今後、デジタル教材の流通するクラウドプラットフォームを構築することが大変

重要である。本懇談会での議論を踏まえて来年度の予算編成も進めていくことにな

るため、引き続き活発な議論をお願いする。 
 

（６） ＩＣＴドリームスクールについて 
○事務局から、資料２について説明。 
 

（７） 意見交換 
【金子座長】 
・本懇談会では、いつまでに議論をとりまとめていくことになるか。 
 
【事務局】 
・現在、平成２７年度予算によりＩＣＴドリームスクールの実践モデルを進めよう

と考えているが、そのための実践モデルに係る議論をこれまで行ってきたところで

ある。一方、クラウドプラットフォームは今年度予算で立上げを行い、１月には稼

働する見込みである。このため、年内にはクラウドプラットフォームについての議

論も含めて一定の取りまとめを行うのが１つの目安である。 
 
【金子座長】 
・資料２に示されたロードマップには多数の項目が示されているが、本懇談会の議

論ではどの範囲を扱うと考えればよいか。 
 
【事務局】 
・本懇談会は、クラウドプラットフォームの立上げと実践モデルの展開に向けた方

向性を示していただくために立ち上げられたものと認識している。したがって、ク
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ラウドプラットフォームの開発・標準化と実践モデルの確立・展開の柱となる部分

をご議論いただきたい。 
 
【南場構成員】 
・今後の取組が総花的・画一的アプローチになる懸念があり、「もやもや感」を抱い

ている。 
・武雄市でプログラミング教育の実践に取組んでいるが、一番先を行くのは子供た

ちで、その後を教員が追いかけているように感じる。 
・アメリカでは「Ｅｄｍｏｄｏ」というサービスが大ヒットし、４千万人の子供と

教員が利用しているという。その普及プロセスは、まず意欲ある教員に使ってもら

い、一定程度広まった段階で一流のベンチャーキャピタリストが支援に入り、普及

の速度を上げたというもの。そこに画一性はなく、意欲ある教員と、いわゆるＥｄ

Ｔｅｃｈベンチャー・ベンチャーキャピタルが自由な取組を行ってきたことが成功

要因になったと思われる。画一的ではない自由な取組を認める許容度を設けておく

ことが重要。現在示されている方向性はその対極になりそうに思われる。 
・中村教授より、今後はプラットフォームの構築が重要と発表いただいたが、そこ

にヒントがありそうなので、プラットフォームとは具体的にどのようなものなのか

教えていただきたい。 
 
【中村教授】 
・デジタル教科書教材協議会では、意欲ある１００人の教員の方々に手を挙げてい

ただき民間から支援を行う活動や、全国１００程度の自治体首長の方々に手を挙げ

ていただき取組を推進していただく活動を行ってきたが、あくまで民間サイドの取

組であり限界もある。総務省、文部科学省でもそれぞれ取組を進めているが、それ

らが一体的に進められているとは言えない状況。 
・プラットフォームとして想定しているのは、明確な組織体というよりも、連絡機

構のような緩やかなつながりの中で、先進的な取組事例を共有するなどの取組を行

うものである。 
 
【大島構成員】 
・中村教授からも言及のあった著作権は重要な観点。 
・デジタル教科書は、現在、正式な教科書ではない。しかし、デジタル教科書の表

示サイズの変更や音声読上げ機能で、紙の教科書で学習することが困難な子供たち

を支援できることは確かな事実。 
・現行制度でも障害のあるお子さんは、紙の教科書を複製してデジタル化された教

科書を使用してよいことになっているが、紙の教科書と同じタイミングでデジタル

なものが提供されているわけではないし、提供されるまでに時間がかかるものが多

い。紙と同じタイミングでアクセシブルなデジタル教科書を入手可能とすることは、

最低限必要なことと考える。 
・文部科学省や文化庁に対して、総務省からも提言できるとよいと考える。 
 
【尾島構成員】 
・デジタル教科書は単に紙をデジタル化するものか、それともより工夫を加えたも

のとなるのか。 
 
【中村教授】 
・デジタル教科書の第一段階として紙をＰＤＦ化したものの利用もありうるが、よ
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りわくわくする、今までにない機能を盛り込んだものが実現されることを期待して

いる。ただし、法律上の正規の教科書として検定を受けるには、紙の教科書との整

合もある。こうした問題については、まだ政府で整理されていない段階である。 
 
【尾島構成員】 
・現場では、活用すべき教材・機能がどこにあるかがわかりにくいという問題を抱

えている。例えば、耳で聞くことで理解できる子供にもそれを支援する機能を提供

できるよう、指導者用端末には指導計画を含めて表示し、電子黒板には子供向けの

画面を表示できるような教材を事業者の方々に開発していただければありがたい。 
 
【南場構成員】 
・プラットフォームの機能の検討にあたり、アメリカ等の多様なＥｄＴｅｃｈサー

ビスを参考にしてはどうか。Ｃｌａｓｓｒｏｏｍフォーカス・Ｔｅａｃｈｅｒフォ

ーカスという軸と、Ｃｏｎｔｅｎｔｓフォーカス・Ｔｏｏｌフォーカスという軸上

に分布する様々なサービスが展開しているという。ＥｄＴｅｃｈ専門のベンチャー

キャピタリストに話を聞くと、様々なアイデアが得られると思われる。 
 
【五十嵐構成員】 
・教員が拠り所としている学習指導要領は、何を知っているかを重視するものから、

何ができるかを重視するものへ変わろうとしている。中教審においても、子供たち

が一方的に教えられる受け身の授業から、ＩＣＴ等も活用しながら課題の解決に向

けて主体的・能動的に学ぶ授業へ転換すべく議論が行われている。 
・教材も、一斉に提示するだけでなく、子供たち一人ひとりが選んで利用すること

になると思われる。その際、安心・安全、安定した通信環境が整備・保証されてい

ることは極めて重要。フューチャースクールの報告書に関連する記載があるが、現

状では、１人１台タブレットの環境で無線ＬＡＮと安定的に接続できないというこ

とがよく起こっている。教育委員会や学校に対して、安定して接続できるためには

どのようにしたら大丈夫か、明確な技術的な方法を示したり企業を指導することが、

総務省には求められているのではないか。 
・中村教授の発表にもあったように、教育情報化に向けた様々な取組をばらばらで

はなく、一体的に進めるためにコーディネートすることが重要。そうした仕組みが

ないと学校は動かないのではないか。 
・学習履歴を統合的に扱い、子育て中の教員の校務をサポートできるよう、校務支

援システムの活用も極めて重要。 
 
【栗山構成員】 
・学びの場は様々で、学校・家庭・塾、あるいは登下校中の子供同士の学びなど多

岐にわたる。それぞれの場で、教科書会社・教材会社、あるいはＮＨＫなど、様々

な企業・団体が提供する教材を串刺しにし、横断的に検索・利用できるようになる

ことを期待している。 
 
【三友座長代理】 
・総務省が主に進めるべきなのは、学習・教育クラウドプラットフォームの整備・

全国展開であると考える。学校現場ではまだまだＩＣＴ環境が整わないことも多い

が、クラウド基盤の整備は標準的な情報・サービス提供の実現に役立つ。学習・教

育実践モデルの展開も重要であるが、これは学校・地域が主体的に進めるべき部分

でもある。総務省にはクラウド基盤の整備を通じて多様な実践を支えていくことが
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期待される。 
・ＩＣＴを活用した教育の普及をどう進めるかも重要。これまでの実証は、ＩＣＴ

教育の効果を検証する上で有意義であったが、今後はより多くの学校・意欲的な教

員が参加できる仕組みづくりを期待する。 
 
【金子座長】 
・総務省・文部科学省それぞれの役割はあるが、本懇談会ではそれを意識しすぎる

ことなく、どのような取組が必要かをまず検討した上で、議論のとりまとめに向け

て整理していきたい。 
 
（８） 閉会挨拶 

【長谷川総務大臣政務官】 
・本日も貴重なご意見を賜り感謝する。総務省としても全力で臨んでいく所存であ

る。 
・意欲的な教員の取組を支える許容度が必要であること、教員用のデジタル教材指

導書が必要となることなど、様々なご意見をいただいた。今後、これらの推進に向

けて文部科学省とも共同作業を進めていく必要があると感じている。 
・２０２０年までに１人１台の情報端末環境を実現するという目標があるが、この

実現に向けて年別の目標値を学校数・自治体別普及率等も含めて具体的に示し、国

としてもバックアップしていくことが重要ではないかと感じている。 
・頂戴している様々なご意見を大臣とも共有し、具現化していきたい。今後ともご

指導をお願いする。 
 

――了―― 


